
四日市市告示第１８９号 

 四日市市食と農のふれあい推進事業費補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和２年 ３月３１日 

                          四日市市長 森 智広 

 

四日市市食と農のふれあい推進事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 消費者の食の安全・安心を求める声や食の大切さに対する意識の高まりに応

え、作り手の顔の見える安全な農産物の提供や、農を知り理解する場の提供が必要

となっていることから、市民等が実施する農業体験や食育活動を支援し、地域への

定着を図るために必要な経費の一部を補助することについて、四日市市補助金等交

付規則（昭和 57 年四日市市規則第 11 号）に定めるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。 

 （補助事業者） 

第２条 補助金の交付を受けることができる者は、市内に住所を有する又は市内の農

地に市民菜園を開設する個人、法人又は任意団体（以下「補助事業者」という。）と

する。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業は、次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）とす

る。 

 (1) 市内農水畜産業従事者と子供たちの交流に関する食育事業 

 (2) 市内農水畜産業事業者の指導による栽培・収穫・加工等の体験に関する食育事業 

 (3) 市内産農水畜産物を用いた加工・創作体験に関する食育事業 

 (4) 市内の農地を活用した食育体験の開催事業 

 (5) 市内に開設する市民菜園の整備に関する事業 

 (6) その他市長が認める事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業は補助の対象外とする。 

 (1) 他に補助金の交付を受ける事業 

 (2) 成人のみを対象とした事業 

 (3) 営業活動の一環として行われる事業 

３ 第１項第５号に規定する事業については、別表第１に掲げる条件をすべて満たし

ているものでなければならない。 

(補助対象経費) 

第４条 補助の対象となる経費は、別表第２又は別表第３に掲げる経費のうち、市長

が必要かつ適当と認めるもの（以下「補助対象経費」という。）とする。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額（当該額が上限額を超

えるときは上限額とする。）以内の額とし、次の各号に掲げるとおりとする。 



 (1) 第３条第１項第１号から第４号までの事業 補助対象経費の２分の１以内とし、 

２０万円を上限額とする。 

 (2) 第３条第１項第５号の事業 補助対象経費の２分の１以内とし、１菜園あたり 

３０万円を上限額とする。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第６条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金等交付申請書に次に掲げ

る書類を添付し、市長の指定する期日までに提出しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 補助事業の経費の内訳等を記載した書類 

(3) 補助事業者が法人又は団体の場合は、補助事業者の定款又は団体規約、役員名簿 

(4) その他、市長が必要と認めた書類 

２ 市長は、前項第１号から第３号までに掲げる書類のうち、補助事業の内容により必要がない

と認めたものについては、これを省略することができる。 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定により交付申請があったときは、当該申請に係る書類等を審査し、

補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに交付の決定を行うものとする。 

２ 市長は、前項の規定による交付の決定を行った場合は、速やかにその内容を、補助金等交付

決定通知書により申請者に通知するものとする。この場合において、市長は補助金の目的を達

成するために必要があると認めたときは、必要な条件を付することができる。 

（計画の変更） 

第８条 補助事業者が補助金の交付決定を受けた後において補助事業の内容、経費の配分その他

の事項の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合又は補助事業を中止し、若しくは廃止

しようとする場合は、直ちに市長に補助事業等計画変更承認申請書を提出し承認を受けなけれ

ばならない。 

２ 前項の軽微な変更とは、補助金額に変更がなく補助目的の達成に支障がないと認められる場

合であって、補助対象経費全体及び各費目における２０パーセント以内の変更をいう。 

３ 市長は、第１項の規定による計画変更承認申請書を受理したときは、変更内容を審査し、適

当と認める場合には、決定を変更し、補助金等変更決定通知書により補助事業者に通知するも

のとする。 

（実績報告) 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了（廃止及び中止を含む。）したときは、速やかに補助事業

等実績報告書に次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

(1) 事業実績書 

(2) 事業の成果物の写真 

(3) 補助対象経費についての領収書の写し(実績報告時に発行されていない場合は、請求書の 

写し。この場合、領収書の受領後速やかに写しを市へ提出すること。) 

(4) その他、市長が必要と認めた書類 



（額の確定及び交付） 

第 10 条 市長は、前条の実績報告書が提出されたときは、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、交付すべき補助金の額を確定し、申請者の請求により補助金を交付するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により請求を受けたときは、速やかに補助金を交付するものとする。 

（決定の取消し） 

第 11 条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の

決定の全部又は一部を取消すことができる。 

 (1) この要綱又は補助金の交付の決定をするときに付した条件若しくは市長の指示に違反した 

とき。 

 (2) 補助金を交付の目的以外に使用したとき。 

 (3) 補助事業を中止し、又は廃止したとき。 

 (4) 補助事業に関する申請、報告、施行等について不正な行為があったとき。 

 (5) その他補助金の使用が不適当と認めたとき。 

（補助金の返還） 

第 12 条 市長は補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに係る

部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

（書類の整備） 

第 13 条 補助事業者は、当該補助事業に関する帳簿及び書類を整備し、補助金の交付を受けた日

の属する年度の終了後 5 年間、保管しておかなければならない。 

（財産の処分の制限） 

第 14 条 補助事業者は、当該補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、補助金の交付

の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、

当該財産がその耐用年数（減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）

に規定する耐用年数をいう。）を経過した場合は、この限りでない。 

（補助金の評価） 

第 15 条 市長は、当該補助金に関する評価を常に行い、その必要性及び効果について十分に検証

するものとする。 

２ 市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正又は廃止その他の適切な

措置を講じるものとする。 

（補則） 

第 16 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和 2 年 4月 1日から施行する。 

（有効期限） 

２ この要綱は、令和 5 年 3月 31 日限り、その効力を失う。 

３ 四日市市市民菜園整備事業費補助金交付要綱（平成 14 年四日市市告示第 93 号）は廃止する。 

４ 四日市市食と農のふれあい推進事業実施要綱（平成 18 年四日市市告示第 431 号）は廃止す 



る。 

５ 四日市市食と農のふれあい推進事業費補助金交付要領は廃止する。 

 

  



別表第１（第３条関係） 

 補助対象事業 

(1) 市民菜園の設置場所については、周辺住民からの市民菜園利用に関する苦情等が

ないよう十分検討された上で決定されていること。 

(2) 市民菜園の利用者の駐車スペースが確保されていること（おおむね区画数の２割

以上の台数の駐車スペースを基準とする。）。 

(3) おおむね３０区画以上の市民菜園であること。 

(4) １区画の面積は、おおむね１５m２以上１，０００m２以下であること。 

(5) 当該市民菜園は、整備後５年以上の利用が見込めること。 

(6) 当該市民菜園設置に係る関係諸法令上の手続きが完了していること。 

 

別表第２（第４条関係） 

 補助対象経費（第３条第１項第１号から第４号までの事業） 

(1) 事業実施に必要な備品購入費 

(2) 事業実施に必要な設備・機器・物品・車両等の賃借料 

(3) 会場設営・看板設置・撤去などに係る工事費 

(4) 事業実施に必要な原材料費（種蒔きや苗の植え付けと収穫の年度が異なるもの 

も補助の対象経費とする。） 

(5) 事業実施に必要な消耗品費 

(6) 専門家派遣、研修会・講演会等の講師謝金、講演料 

(7) 会場賃借料 

(8) 事業実施に付随するポスター・チラシ等の制作費 

(9) 事業実施に付随するテキスト､資料等の印刷製本費 

 

別表第３（第４条関係） 

 補助対象経費（第３条第１項第５号の事業） 

(1) 当該市民菜園に供する給排水設備の設置 

(2) 当該市民菜園に供する共同農機具類の購入及びそれらを保管するための保管庫の設 

置（この場合において、農機具の保管場所及び保管庫は当該市民菜園内に設置するこ 

と。） 

(3) 当該市民菜園の看板・掲示板類の設置 

(4) 当該市民菜園への土壌改良資材の投入 

 


